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開催日：令和 7 年 12 月 22 日 

会議名：令和 7 年第 5 回定例会（第 5 日 12 月 22 日） 

 

○（吉田章浩議員） 公明党議員団の吉田章浩でございます。 

 今回は、廃棄物の適正な処理等の推進について、基本的なこと、地域での

課題、特に火災事故の課題など、さらにこれからのことを一般質問させてい

ただきます。どうぞよろしくお願いをいたします。 

 

 １２月もあと１週間ほど、師走で多忙な中でも年末の大掃除など、１年の締

めくくりや新年を迎える準備など、大切な行事といってもよいほどで、各ご

家庭でも行われることと思います。たかつきＤＡＹＳの１２月号には、１２月３１

日から１月４日のごみ収集は行いませんとご案内されていますので、ご注意

いただければと思います。 

 

 法律用語で廃棄物、日常用語ではごみと呼んでいますが、日頃から私たち

が生活する中でごみを生み出し、ごみは生活に影響を与えています。食べる、

使う、買う、住むといった日常行動をする限り、必ず廃棄物が発生します。こ

れら一般家庭等から出るごみを一般廃棄物といいます。 

 

 買物をすれば包装ごみ、料理をすれば生ごみ、暮らせば紙類、プラ、衣類、

家電など、住環境を保つには掃除でちりやほこりが出ます。つまり、生活する

行為は資源の消費とごみの発生であり、両者は不可分であります。 

 

 また、ごみは生活環境の質を左右し、ごみが適切に処理されないと生活へ

の影響は大きくなります。不衛生にすると、におい、害虫、カビなどが発生、

不法投棄での景観悪化、災害時の衛生問題もあります。さらに健康への影響

もあり、生ごみの腐敗、悪臭、害虫の発生、河川や土壌汚染による健康リスク

などが心配です。そして、地域コミュニティへの影響として、ごみ出しのルー

ル違反でトラブルになったり、集積場所の維持管理に負担がかかったり、

様々な問題があります。 

 

 時代の変化に伴い、ごみの内容も大きく変化しています。プラスチックや装

飾材、家電製品、粗大ごみ、使い捨て容器などが増加したといわれ、生ごみは

生鮮品の保存技術向上や、紙類はデジタル化により減少したともいわれてい

ます。 
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 現代は便利さを求めるほど、ごみ問題が深刻化する傾向があるようです。

リチウム蓄電池を使用した製品、例えばスマホなどの充電器が起因すると疑

われる火災事故等が頻繁に発生しており、廃棄物処理施設や収集運搬車両

等において、全国的には令和５年度現在で８，５４３件発生しており、深刻な問

題となっています。 

 

 報道でも、モバイルバッテリー、リチウムイオン電池での火災があり、大掃除

の際は気をつけてと呼びかけています。このことは、２問目以降に詳しくお聞

きしたいと思います。 

 

 さて、生活を豊かにするには、ごみとの付き合い方が重要です。私たちの生

活を快適に続けるためには、ごみをただ捨てるだけではなく、どう減らし、分

け、循環させるかが重要になります。 

 

 そこで、私たちが生活面でできることはリデュース、買い過ぎない、過剰包

装を避ける。リユース、再使用、譲ること。リサイクル、分別して資源循環させ

ること。コンポスト、生ごみの減量、修理して使う暮らし、長寿命化などがあり

ます。こうした取組が環境だけでなく、出費が減る、家が片づく、地域のルー

ル遵守など、生活の質を向上させることになります。 

 

 大切なことは、行政と住民の両方で支える仕組みです。生活とごみは自治

体の仕組みにも深く関わります。市町村は一般廃棄物、家庭ごみの収集責務

から、分別ルールの設定、収集日、処理施設の運営、リサイクルや資源回収の

仕組みづくり、地域の衛生と景観の維持などを計画。これらを住民がルール

を守ることで、安全、衛生的で暮らしやすい生活環境が維持されるのであり

ます。この相互関係を理解して、よりよい生活のために、ごみとどう向き合う

かが鍵になると思います。 

 

 ただし、市民、住民等の皆様がごみを出すルールを理解していただいてい

ることが前提にあり、市は様々な工夫等により、ルールを周知する責任があ

ると思います。この相互関係が成立していないと、時には事故やトラブルの

原因になることもあり、少しでもごみ処理が円滑に進められるように、今回

の一般質問で市民の声を交えながら、私の視点になりますが質問を進め、整

理できればと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 

 高槻市では、平成６年４月１日に施行され、平成９年からも一部を改正され
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た高槻市廃棄物の減量及び適正処理等の推進に関する条例を基本に運営さ

れており、一般廃棄物処理計画など、市の施策として反映をされています。 

 

 同条例の第１章、総則の第１条の目的には、廃棄物の発生を抑制し、再利用

を促進することにより、廃棄物の減量を推進するとともに、廃棄物を適正に

処理し、併せて地域の清潔を保持することにより、資源の有効な利用、快適な

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、もって資源を循環して利用でき

る環境に優しい都市の形成に寄与することを目的とするとしています。 

 

 第３条の市長の責務、実際は市の責務になりますが、廃棄物の適正な処理

等や処理施設の整備、意識の啓発及び情報の提供に努めること。また、市民

の自主的な活動の促進と措置を講じること。 

 

 第５条の市民の責務には、廃棄物の分別による排出、なるべく自らが処分

することにより減量に努め、市の施策に協力しなければならないとされてい

ます。 

 

 １問目に６点、基本的なことから地域の課題について、市の見解をお聞きし

ます。 

 

 まずは１点目に、高槻市廃棄物の減量及び適正処理等の推進に関する条例

の趣旨や、一般廃棄物処理計画の目指す取組について、ご説明をお願いいた

します。 

 

 次に２点目ですが、今回は一般廃棄物の家庭系廃棄物についてお聞きしま

す。一般廃棄物の区分や収集日設定の考え方、１日の収集作業体制における

作業時間や稼働する収集運搬車両、パッカー車の台数、全体でどのくらいの

廃棄物を収集しているのか。中には戸別収集を望む声も聞かれますが、現在

のステーション収集と比較しての市の見解をお聞かせください。 

 

 ３点目に、本条例の第３条、市の責務として、適正な処理と処理施設の整備

があります。施設の概要、適正な処理の内容、１日どれだけの量を処理されて

いるのか、施設の処理能力、施設の整備についてお聞きします。 

 

 ４点目に、第５条の市民の責務について、廃棄物の発生抑制、再生品の使用、

不用品の活用等による再利用を図ることなど、具体の説明をお願いいたしま
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す。 

 また、廃棄物を分別して排出する意味、分別の方法等をお聞かせください。 

 また、第２章、廃棄物の減量では、第１９条に市民の自主的活動への参加に

は、市民は再利用の可能な物の分別に努めるとともに、集団回収等の再利用

を促進するための自主的な活動に協力すること等により、廃棄物の減量及び

資源の有効利用に努めなければならないとあります。 

 

 ５点目には、本条例の第３章の廃棄物の適正処理について、第２０条には一

般廃棄物処理計画を定めたときはこれを告示するものとし、２項には重要な

変更があったときには、その都度告示するものと定められています。特にこ

れまで重要な変更等で告示されたことがあれば、現在の周知方法も含め、お

聞かせ願います。 

 

 １問目の最後、６点目になりますが、本条例の第２１条の家庭廃棄物等の処

理では、市長は一般廃棄物計画に従い、家庭廃棄物を生活環境の保全上、支

障が生じないうちに処理しなければならない。また、２項に、土地または建物

の占有者は継続して、もしくは臨時に家庭廃棄物の収集、運搬及び処分を市

に依頼しようとするときは、中略して、規則に定めるところにより市長に処理

の申込みをしなければならない。また、ごみ集積場所の管理、第２１条の２で

は、一般廃棄物処理計画で定める家庭廃棄物を収集する場所を利用する者

は、市長の定める方法及び日時に従い、適正に家庭廃棄物を排出しなければ

ならないとあります。 

 ここで、廃棄物の集積場所とその在り方についてお聞きします。 

 まずは集積場所はどのように決定されるのか、許可、認定が必要なのか、お

聞かせ願います。 

 

 これまでの市民からの声に、例えば地域によっては歩道上に集積場所が設

置されており、小学生等が通学する時間にネットに覆われた廃棄物があり、

子どもたちが車道にはみ出して通学する状況など、改善が図れていません。

支障があるといえないのでしょうか。 

 

 また、私有地と市道の境界線をはみ出して設置してある集積場所など、ど

のように判断をされているのか。 

 

 さらに、廃棄物がいっぱいになって、ほかの自治会の集積場所に投棄する

例があり、指導対象となるのか。 
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 そして、もう１つだけ、大阪府では府営住宅の建て替え計画が進んでいます。

集合住宅ですので、引っ越しには多くの廃棄物が発生します。従前どおり、集

積場所に排出されていれば、通常どおり収集してもらえるのか、市の見解を

お聞かせ願います。 

    〔市民生活環境部長（松本憲道）登壇〕 

 

○市民生活環境部長（松本憲道） 廃棄物の適正な処理等の推進に関するご

質問にご答弁申し上げます。 

 

 １点目の条例の趣旨及び一般廃棄物処理計画の目指す取組についてですが、

本条例は市町村がその区域内における一般廃棄物について、生活環境の保

全上、支障が生じないうちに処理しなければならないことから、廃棄物の減

量やその適正な処理に向けて、市、市民、事業者の責務や一般廃棄物処理計

画等に関する事項について定めております。 

 また、一般廃棄物処理計画の目指す取組としては、ごみの発生を抑制する

行動の浸透や市民との協働によるリサイクルシステムの確立、排出者責任の

確立による事業系ごみの減量化、美しいまちづくりの推進などに取り組んで

おります。 

 

 ２点目の家庭系ごみについてですが、一般廃棄物は事業活動に伴って生じ

る産業廃棄物以外の家庭や事業所から排出される廃棄物で、本市における

家庭系ごみの分別区分としては、可燃ごみ、不燃ごみ、大型可燃ごみ、リサイ

クルごみの４種類がございます。 

 次に、収集日の設定については、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図り

つつ、収集に関わる人員や機材、ごみ処理施設の処理能力等も鑑みて、持続

的に適正なごみ処理が可能となるよう設定しております。 

 次に、１日の作業時間、パッカー車の台数、収集量は、令和６年度の可燃ごみ、

大型可燃ごみと不燃ごみの収集実績では、１日の作業時間が８時から１６時、

車両台数が５４台、年間収集量が５万６，７０８ｔでございます。 

 戸別収集につきましては、全戸を戸別収集した場合は、地域の支え合いが

低下することはもとより、過去の他市での調査においては、約３倍の経費を

要すると試算されており、本市の財政状況が逼迫することになると考えてお

ります。 

 

 ３点目のごみ処理施設の概要等についてですが、エネルギーセンターは高

槻市内の家庭、事業所から発生し、分別、運搬された可燃ごみ、大型可燃ごみ
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及び不燃ごみを有害物の発生を抑制しながら焼却、または破砕する施設でご

ざいます。 

 令和６年度のごみ処理量は８万９，９８０ｔで、１日の処理量としては２４７ｔで

した。施設の能力については、第二工場には１日１８０ｔを処理する焼却炉が２

基あり、第三工場には１日１５０ｔを処理する焼却炉が１基ございます。また、

破砕機は５時間当たり２４ｔの処理能力でございます。 

 施設の整備につきましては、平成７年に稼働した第二工場と、平成３１年に

稼働した第三工場の２つのごみ処理施設を長期的な視点で計画的に整備す

ることで、高槻市内の一般廃棄物を日々適正に処理しております。 

 

 ４点目の市民によるリサイクル等につきましては、廃棄物の発生抑制とは、

使い捨て製品ではなく長く使用できるものを購入する、過剰な包装を断るこ

となどであり、再生品の使用とは、再生紙の使用や使用済ペットボトルを利用

したリサイクル製品の購入など、再生資源を活用したものを使用することで

ございます。 

 また、不用品の活用等によって再利用を図ることとは、不要になった衣類や

書籍等をフリーマーケットやリユースショップ等を通じて必要とする人へ譲渡

することなどでございます。 

 廃棄物を分別して排出する意味等につきましては、廃棄物の適正処理の促

進や廃棄物の減量が進むこと、環境負荷や本市の廃棄物処理に係る費用の

低減につながることなどが挙げられます。 

 本市における家庭ごみの分別方法については、可燃ごみ、不燃ごみ、大型可

燃ごみ、リサイクルごみを分別しており、特にリサイクルごみのうち、缶、瓶、

ペットボトルは同一の袋に入れて排出することとしておりますが、回収後に選

別することで、適切なリサイクルを行っております。 

 

 ５点目の告示についてですが、現行の一般廃棄物処理基本計画を平成２７

年度に策定して以降、重要な変更に伴う告示は行っておりませんが、実施計

画については法に基づき、毎年告示しております。なお、一般廃棄物処理計

画に基づくごみの減量や適正処理に関する周知につきましては、広報誌やホ

ームページへの掲載はもとより、各自治会の廃棄物減量等推進員が参加する

ごみの減量・資源化講演会において、周知啓発を行っております。 

 

 ６点目のごみ集積場所等についてですが、ごみ集積場所の決定については、

利用者からの集積所設置の申込時に周辺の同意を得ているかの確認を行っ

た上で受付しており、通行への支障や私有地にご迷惑がかかっているなど、
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相談を受けた場合には地域に働きかける場合もございます。 

 また、他の自治会の集積場所に家庭系ごみが排出された場合は、ほかの場

所からの持込みを禁ずる啓発用ステッカーを自治会にお渡しし、ごみ集積場

所に掲示していただいております。 

 最後に、府営住宅の建て替えに伴うごみの排出につきましては、大阪府と

もごみが大量に発生する時期等について、協議、調整を行っております。定時

回収及び臨時ごみによる回収が原則ではございますが、地域の実情を勘案し、

可能な限り適切に収集、運搬できるよう努めております。 

 以上でございます。 

 

○（吉田章浩議員） ご答弁より、１点目に本条例の趣旨等についてご説明を

いただきました。条例とは、地方自治体が自分たちの地域のために定めるル

ールのことです。そして、市、市民、事業者がその目的に責務を負い、相互の

理解の下で遵守しなければなりません。また、本条例の目指す取組について

は理解をいたしました。 

 

 ２点目の家庭系ごみについて、分別区分が明確にされ、持続的に適正なご

み処理計画が組まれています。収集量については、１年間で約５万６，０００ト

ン、１日で約１５０トンを収集されていることが分かりました。ちなみに、可燃

ごみは週２回、不燃ごみ、大型ごみは月１回、リサイクルごみは月２回のペース

で市域を計画的、効率的に収集されています。 

 

 ３点目のごみ処理施設について、高槻市のエネルギーセンターは焼却また

は破砕する施設であるため、市民の分別が必要であります。ご答弁のとおり、

第二、第三工場で、家庭系、事業系全体の一般廃棄物を年間約９万トン、１日

約２４７トンの処理をされ、私たちの安全で衛生的な生活が守られていること

を理解しました。 

 

 ４点目は、市民の責務について、具体的に説明をいただきました。分別の意

味については３点目にも係りますが、環境負荷や処理に係る費用の低減につ

ながるとのことです。 

 

 ５点目の告示については、平成２７年度以降、重要な変更はないとのことで

すが、実施計画については見直しもあることから、毎年告示されています。さ

らに市民への周知は、広報誌等で掲載されています。また、各自治会から市

にご登録をいただいている廃棄物減量等推進員の皆様には、ごみの減量・資



8 

 

源化講演会を開催し、周知やチラシの配布を行っていることが分かりました。 

 

 １問目の最後、６点目に、市域にあるごみ集積所約９，５００か所について、

その在り方を伺いました。集積場所設置には、利用者、自治会等から市への

申込みが必要となり、周辺の同意を確認した上で受付をされています。また、

課題のある集積場所については地域に働きかける場合もあるとのことでし

たので、ご相談があった場合、丁寧な対応をお願いいたします。 

 

 さて２問目は、この１０月にいただいた市民相談の声を交えて、電池等の適

正処理についてお聞きします。 

 

 先日、近隣のごみ集積場所の現地確認とともに、自治会長にお話を聞く機

会がありました。当該地域は高齢化が進んでいることから、住民の皆様にご

みの出し方を丁寧に周知し、適切な生活環境をつくることに努め、各種の廃

棄物に対して、市のルールを遵守しながら、不燃物である電池等の回収箱を

設け、日常的に取り組んでおられました。 

 

 ある日、乾電池とボタン電池を不燃ごみの収集日に出されましたが、ボタン

電池は当然収集されず、なぜか乾電池も収集されなかったとのことでした。

乾電池は不燃ごみの類いですが、ボタン電池は処理困難物の類いです。しか

し、同じように丸いコイン電池は不燃物で、ボタン電池との区別がしにくく、

非常に分かりにくいと指摘をされています。 

 

 自治会では、本条例第５条の市民の責務より分別を行い、回収をされてい

る家電量販店の使用済電池のお取引についてのチラシを自治会で回覧し、周

知されています。 

 高槻市のホームページには、小型充電式電池の処理方法が記載されており、

繰り返し充電して使える小型充電式電池やボタン電池のリチウムイオン電池、

ニカド電池、ニッケル水素電池等は、資源有効利用促進法において、製品の製

造事業者等に自主回収と再資源化が義務づけられており、リサイクルマーク

がついた小型充電式電池を処理する場合、販売店またはリサイクル協力店に

お問い合わせしてくださいとされています。 

 

 さらに、リサイクル協力店については、小型充電式電池は一般社団法人ＪＢ

ＲＣへ、ボタン電池は一般社団法人電池工業会が市ホームページにリンクし、

それぞれ回収協力店が異なりますので、ご注意くださいと注意喚起されてい
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ます。 

 

 ただし、膨張、変形しているバッテリー等の処理など、リサイクルマークのな

い小型充電式電池については不燃ごみの日に市で収集しますとしています。

ただ、火災事故防止のため、ほかの不燃ごみとは別にして、端子部分をテー

プで覆って絶縁し、キケン、バッテリー等、ホームページに用紙が貼り付けて

あり、使用を促しています。 

 

 御存じのとおり、環境省より、市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理

に関する方針と対策について、今年４月１５日付で各都道府県一般廃棄物行

政主管部（局）長に通知されました。環境省の通知文書には、リチウム蓄電池

等を使用した製品に起因する火災事故等が頻繁に発生し、深刻な問題となっ

ており、廃棄物処理施設や収集運搬車両そのものへの被害に加え、作業員に

対しても危害が及ぶ危険性があり、火災事故等により稼働停止し、廃棄物処

理が滞る場合には、その地域の生活環境保全上の支障等に大きな影響を及

ぼすことになると注意を促されています。 

 

 また、製造事業者等による処理体制の構築に努め、一般廃棄物の標準的な

分別収集区分及び適正な循環的利用、適正処分の考え方等を改めて提示し、

リチウム蓄電池等を標準的な分別収集区分の１つとして位置づけられました。 

 さらに同通知書には、リチウム蓄電池等の分別回収を行っている市町村は、

令和５年度において７５％にとどまっており、分別回収及び適正処理をさら

に徹底していく必要があることから、各市町村に対し周知徹底を求められて

います。 

 

 ただし、本通知の最後には、地方自治法の規定に基づく技術的な助言であ

ることを申し添えるとされ、アドバイス程度となっています。 

 

 さて、２問目として、続いて地域の課題とともに、リチウム蓄電池等の火災

事故対応、そして、これからのことなど６点をお聞きします。 

 

 １点目に、当該自治会での乾電池を収集されなかったことについて、その理

由をお聞きします。 

 あわせて、以前にも電池とは別に袋に入れた枯れ葉を収集されなかったこ

とや、ごみ袋の中に大量の土を入れたため収集されなかったことなどの声が

寄せられています。収集しなかった場合、どのような対応を取っているのか
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もご説明をお願いいたします。 

 

 次に２点目ですが、自治会が自主的に量販店、回収店舗の電池分類などの

資料を回覧され、分別、排出等に努められていますが、取組の評価をお聞か

せください。 

 また、本市では、量販店等の回収拠点の在り方をどのようにお考えなのか、

店舗の連携数を含めお聞かせ願います。 

 

 ３点目に、社会問題となっている廃棄物収集車両等の火災事故の対応につ

いて、環境省から令和７年４月１５日付で通知されたことについて、高槻市と

しての見解をお聞かせください。 

 また、市のホームページに小型充電式電池の処理方法の更新日は令和７年

９月５日となっています。通知より約５か月の間、どのような検討をされてき

たのか。たかつきＤＡＹＳ１０月号に、火災多発中、充電式の電池、捨て方に注

意を、が掲載されていましたが、Ａ４サイズの約２０％程度の小さな誌面で内

容が伝わっているのか。火災事故の危険性を考えると、たかつきＤＡＹＳで特

集を組むくらいの内容で市民への周知など、速やかな対応が必要だったので

はないかと思います、いかがでしょうか。 

 

 次に４点目に、リチウム蓄電池等が起因する火災事故が全国的に問題にな

っています。廃棄物処理施設や収集運搬車両での本市の過去３年間での発生

の有無、特に、あれば火災事故の内容や被害額をお聞かせください。 

 

 ５点目に確認ですが、小型充電式電池は製品の製造業者に自主回収と再資

源が義務づけられており、販売店やリサイクル協力店、回収協力店への問合

せを促されています。他方で、膨張、変形している小型充電式電池はなどの

表示をすれば、不燃ごみの日に収集するとしていますが、危険性はないのか。

このことが可能なら、市のほうで電池類全てを収集することはできないのか、

見解をお聞かせ願います。 

 

 最後６点目であります。これからのことについてお聞きします。１２月１０日

に市民都市委員会協議会において、高槻市一般廃棄物処理基本計画（素案）

についてご報告がありました。本日からパブリックコメントが実施されている

とのことですので、ご答弁いただける範囲で結構ですが、指定ごみ袋の導入

や高齢者に配慮した収集運搬体制の構築、そして有害、危険ごみへの対応促

進が記されています。 
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 基本計画（素案）による今後の課題と市の考え方をお聞かせください。 

 

○市民生活環境部長（松本憲道） ２問目にご答弁申し上げます。 

 

 １点目のごみの未収集の主な要因は、収集日を誤ったもの、土など処理が

困難なもの、同じごみ袋に収集できないものが混入していた場合等がござい

ます。なお、未収集のごみには啓発ステッカーを貼り、一定期間の啓発後、状

況に応じ、パトロール等の対応を行っております。 

 

 ２点目の自治会の取組につきましては、本市の条例にある市民の責務を実

践され、市の施策にご協力いただいていることから、模範的な行動であると

受け止めております。 

 量販店における回収拠点については、資源の有効な利用の促進に関する法

律に基づき、リチウム蓄電池の回収義務を担う製造事業者等が会員となって

いる一般社団法人ＪＢＲＣを紹介しております。量販店で回収できないものは、

市が不燃ごみとして回収しており、市が補完することで安全なリチウム蓄電

池の回収に努めております。 

 なお、本市の回収店舗数につきましては、令和７年１２月現在で２３者が同

法人に登録されております。 

 

 ３点目についてですが、リチウム蓄電池等の回収については、従前から製造

業者等が自主回収することとなっておりますが、昨今のリチウム蓄電池を原

因とした全国的な火災事故の増加を背景に、市町村によるリチウム蓄電池等

の分別回収を推進するために、国から通知があったものでございます。これ

を受けて、他市状況を把握しながら、現行の人員、収集体制での効率的な収

集方法や環境省通知に基づく運搬時の安全性等について検討を行うため、

一定期間を要しました。その結果、職員による不燃ごみの収集車両において

収集運搬を行うこととし、方針決定後は速やかに市のホームページを更新し、

広報誌への掲載を行いました。なお、次年度には改めて記事を掲載できるよ

う検討を進めております。 

 

 ４点目のリチウム蓄電池に起因する火災発生件数につきましては、ごみ収

集車両では令和４年度２件、令和５年度４件、令和６年度２件で、被害額につ

いては、全体として１件分１万１，０００円となっております。 

 次に、リチウム蓄電池が原因かは分かりかねますが、ごみ処理施設でごみを

ためるピットにおいて、過去３年間の火災件数につきましては、令和４年度３
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件、令和５年度２件、令和６年度２件あり、初期消火により施設への被害はご

ざいませんでした。 

 

 ５点目についてですが、環境省からの通知においては、リチウム蓄電池等の

危険性への対応として、他のごみ区分への混入防止や、収集車で運搬する際

には横積み等で他の不燃物とは別積載とすることなどが示されており、本市

ではさらにリチウム蓄電池等の端子部分をテープで覆って絶縁して排出する

こととしており、危険性を抑えた上で収集運搬を行うよう努めております。 

 また、市において、全てのリチウム蓄電池等を収集することについては、資

源の有効な利用の促進に関する法律に基づき、製造事業者等には自主回収

と再資源化が義務づけられていることから、本市では膨張、変形したもの、リ

サイクルマークがないものを収集することとしております。 

 

 ６点目の一般廃棄物処理基本計画における今後の課題と市の考え方ですが、

本市の廃棄物処理に係る基本的な課題としては、ごみの分別、適正排出や安

定した中間処理施設等の運用、少子高齢化の進行による地域コミュニティの

変容等があり、廃棄物の発生抑制、再使用を優先的に推進しながらリサイク

ルも適切に行うことで、持続可能な循環型社会の構築を目指してまいります。 

 以上でございます。 

 

○（吉田章浩議員） １点目のごみ収集をしない理由についてはご答弁のとお

りでありますが、トラブルに発展しないように区分、分別の市の周知徹底が必

要だと強く感じます。 

 

 ２点目のリチウム蓄電池等の回収拠点の在り方については、一般社団法人Ｊ

ＢＲＣが資源有効利用促進法にのっとり、高槻市では２３の事業者が登録され

ています。ただ、ＪＢＲＣと事業者の直接の登録関係であることから、本市では

ＪＢＲＣのリンクを市ホームページに貼り付けるのみとなっていますが、他市

と比べて、本市としての対応はどうなのか。 

 

 ３点目の環境省の通知から、市の対応については、他市状況を把握し、現行

の体制の効率化や安全対応を検討することで一定の期間を要したとのこと

でありました。対応に時間がかかり過ぎているのではないか、指摘をしてお

きます。 

 ただ、広報など、次年度は改めて記事掲載の検討を進めているとのことで

したので、期待をしております。 
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 現在、Ａ３カラー版のごみの分別表が自治会等に配布されていますが、電池

関係の分別表など写真を使い、分かりやすく、速やかなご検討もお願いして

おきます。 

 

 ４点目の火災発生件数については、ごみ収集車において、３年間で８件、被

害総額約１万円程度、エネルギーセンターの施設では原因は不明確ですが、７

件発生していたとのことで、初期消火で大事に至らなかったことで安堵しま

したが、火災が発生していた事実は放置できるものではありません。 

 

 ５点目の膨張、変形した小型充電式電池等の取扱い等について、４点目も踏

まえ、本市は環境省の通知や火災事故等により、一定の安全対策を進めてこ

られていることは評価できます。ただ、市民から電池類の分別が分かりにく

いとの課題提起がされる今、全ての電池類を一括して収集することも検討さ

れてはいかがでしょうか。 

 

 最後６点目に、これからの取組である高槻市一般廃棄物処理基本計画（素

案）についてお聞きしました。本日より１月２１日までパブリックコメントの意

見募集を実施され、今後、令和８年からの１０年間の計画が進められることに

なります。課題や対策をしっかり反映いただいていると思いますので、よろし

くお願いをいたします。 

 

 少しお時間をいただきまして、各市の取組状況をご紹介させていただきた

いと思います。 

 人口約３７７万人の横浜市では、令和７年１２月１日から現在、乾電池として

収集しているものに加え、モバイルバッテリーや電動自転車のバッテリーなど

のリチウムイオン電池、さらに、ボタン電池を含めた新しい区分、電池類とし

て収集が始まりました。週２回、燃やすごみの収集日に、電池類として１つの

袋に入れて出すことができ、市民にとって分かりやすくなっていると思われ

ます。 

 また、ハンディーファンや携帯ゲーム機など、バッテリーの取り外せないも

のは別の袋に入れてくださいとされています。それぞれ、ごみ収集車に別箱

を用意し、収集されているとのことでした。 

 ここに至った経緯をお聞きしますと、環境省からの通知と令和６年の火災

の発生から、令和８年の計画を前倒ししてでも実施されたとのことでした。さ

らに、拠点回収については、公共施設では目立つところに設置され、一般社

団法人ＪＢＲＣの小型充電式電池リサイクルボックスにおいて回収をされてい
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るとのことでありました。 

 また、近隣市では、人口約３９万人の枚方市のホームページには火災事故発

生の写真や事故の概要、小型充電式電池の写真やよくある製品例など、丁寧

に注意喚起され、リサイクル回収ボックスが公共施設等に設置されています。

約２９万人の茨木市も公共施設での拠点回収をされていて、いずれも早い時

期から注意喚起されているようです。 

 他市のように、本市のさらなる検討を要望しておきます。 

 本市もこれまでホームページ等で注意喚起を促してこられましたが、他市の

ように背景や実態、原因等を知っていただくことも大切なことから私も要望

をしてきましたが、９月５日更新日で、パッカー車（ごみ収集車）の火災事故が

多発が掲載されたことや、以前からスマホでもごみの分別などが確認できる

高槻市ごみアプリも評価をしております。 

 廃棄物の適正な処理等の推進については、全ての市民、世帯が関係するこ

とから、その仕組みをご理解いただくことが市の課題であります。また、ご理

解されているとしても、高齢社会では家電量販店に電池を持って行くのが大

変、ボタン電池等の形式等、老眼鏡で判別しにくいことなど、そのような声も

聞かれます。 

 

 今後の課題につきましても、ごみ出しが困難な状況にある世帯を戸別収集

する支援、いわゆるふれあい収集は、私たち公明党議員団も市民の声として

以前より要望してきたことからも、速やかな対応が図られますよう、よろしく

お願いいたします。 

 

 今回は家庭ごみに絞りましたが、廃棄物全体的に複雑さを感じます。市民

のご理解の下、行政と住民の両方で支える適正なごみ処理、分かりやすい仕

組みより、安全、衛生で暮らしやすい生活環境の構築を目指し、トラブルがな

く、無事故のごみ処理が進みますようお願いいたしまして、私の一般質問を

終わります。 

 


